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米国株の“強気相場” 史上最長記録へ
ＩＴバブル抜き最長へ
 8月22日、米国株式市場において強気（ブル）相場の日数が3,453日となり史上最長記録を更新。
 堅調な米国の経済を背景にＥＰＳは増加傾向が続く。トランプ減税等を支えに今度も増加が期待される。
 好調な業績やトランプ減税を支えに米国企業による自社株買いや配当増額などの株主還元が回復傾
向にあり、これは株式市場の支援材料となる可能性も。

（審査確認番号 2018-TＢ209）

米国株式市場（Ｓ＆Ｐ500種指数）において、強

気（ブル）相場＊の日数が史上最長記録を更新しま

した。これまでの最長記録は3,452日（ＩＴ（情報

技術）バブル期を含む1990年10月から2000年３

月まで）でしたが、8月22日の時点でリーマン

ショック後の2009年3月9日から始まった上昇相場

は3,453日目となりました。近年では好調な米国経

済を背景に、世界中から米国株式市場に投資資金が

流入しており、大手ハイテク企業の上昇などが相場

をけん引しています（図表１）。

図表1：強気相場は継続している
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出所）図表1はブルームバーグ、図表2はブルームバーグ、ＩＭＦ、図表３はＳ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表3：自社株買いと配当は回復傾向にある
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図表2：堅調な経済を背景にＥＰＳも増加傾向

Ｓ＆Ｐ500種指数のＥＰＳ（１株あたり利益）は、

米国経済と足並みを揃えるように増加してきました。

同指数のＥＰＳは、2008年9月のリーマンショッ

クによる金融危機で落ち込んだものの、米連邦準備

制度理事会（ＦＲＢ）による３兆5,000億米ドルの

資産買い入れなどの景気刺激策や金融緩和策等によ

り底入れしました。トランプ米政権による大型の減

税策などを背景に、2018年、2019年のＥＰＳも

前年比で増加が見込まれています（ブルームバーグ

予想）（図表2）。

米企業の自社株買い増額や配当総額は、好調な業

績やトランプ減税により金融危機後から回復傾向に

あります（図表3）。米中貿易摩擦や、新興諸国の

混乱等、懸念要素はあるものの、米国株式はこれら

を支えに引き続き堅調に推移するものと思われます。

3,453日

＊株式市場などが継続的に上昇する強い相場環境のことを意味し、
一般的に直近の高値から2割以上下落した場合、強気相場は断た
れたとされます。
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